
第６ 所有者等による空家等の適切な管理の促進

１．相談・普及啓発等による空家所有者等への
意識啓発

 広報誌 23区
 ホームページ・SNS 12区
 イベント・セミナー等 10区

北区 ○ ― ○ ― ○ 済美地域の空き家の落書き除去（現在は除去済）

都島区 ○ ○ ○ 予定あり ○

福島区 ○ ― ― 予定あり ○

此花区 ○ ― ― 予定あり ○

中央区 ○ ○ ― ― ○

西区 ― ― ― ― ○

港区 ○ ― ○ ― ―

大正区 ○ ○ ○ 予定あり ○

天王寺区 ○ ○ ― ― ○

浪速区 ○ ○ ― ― ○

西淀川区 ○ ― ― ― ○

淀川区 ○ ― ― ― ― 町会の協力により、不法投棄禁止の看板を設置した。

東淀川区 ○ ○ ― 予定あり ○
庇が落ちて消防が出動した空家について、地元の町会

長に張り紙と三角コーンの設置をしてもらった。

東成区 ○ ― ― ― ○

生野区 ○ ○ ○ 予定あり ○
地域のネットワークにより、所有者関係者の連絡先を

知っている等

旭区 ○ ― ○ 予定あり ○

城東区 ○ ○ ― 予定あり ○

鶴見区 ○ ○ ○ ― ○

阿倍野区 ○ ○ ○ 予定あり ○
近隣住民により、空家内への不法投棄を防止するため

の柵を設置。区役所は注意喚起の看板を取付。

住之江区 ○ ― ― 検討中 ○
空家等の近隣住民により不動産業者を介して所有者と

コンタクトを取ることができ、是正につながった。

住吉区 ○ ○ ○ 予定あり ―

東住吉区 ○ ― ― ― ○

平野区 ○ ― ― ― ○
周辺住民が相続人に許可を取り立木の撤去を実施。

（区役所は撤去作業中の安全管理）

西成区 ○ ○ ○ 予定あり ○
情報提供を依頼するビラ等を玄関に貼ることで、周辺

住民より情報を入手することができた。

区名

空家所有者等への意識啓発

の取組内容
イベント・

セミナーの

今後の予定

防犯・防災

担当との

連携

地域・住民の共助による

特定空家等への対策の成功事例

（落書きの除去など）広報紙 HP・SNS
イベント・

セミナー等

 広報紙を活用した普及啓発や空家所有者等の意識
啓発、セミナーの実施

 防犯・防災担当との連携した空家の情報共有
やパトロール等による地域課題の共有化の取
組み 21区

 防災・防犯面からの地域課題の共有化

２．まちづくりの視点による空家等の適正管理の
促進



 専門家団体等との連携（イベント・セミナー等の実施状況）

各区において、各種団体と連携し、
空家セミナー、シンポジウム等を実
施している。

連携先
• 大阪の住まい活性化フォーラム
• 不動産団体（大阪府宅地建物取引業協

会、全日本不動産協会大阪府本部）
• 既存住宅・空家プロデュース協会
• 金融機関（池田泉州銀行、住宅金融支

援機構）
• その他（スペースマーケット、生野区

空き家活用プロジェクト等）

区名 実施時期 内容（参加人数、定員） 連携先

都島区

東淀川区

城東区

R3年12月（予定）
空家セミナー・個別相談会（都島区・東淀川区・城東区 合同）

（30名）

フォーラム

不動産団体

福島区 R4年2月（予定） 空家セミナー（30名） フォーラム

此花区 R4年2月（予定） 不動産関連の3団体による講演会及び個別相談会（30名） フォーラム

R3年8月 空家等個別相談会（3名） 区単独（空家相談員）

R3年9月 空家等個別相談会（0名） 区単独（空家相談員）

R3年10月 空家等個別相談会（2名） 区単独（空家相談員）

R3年11月 空家等個別相談会（2名） 区単独（空家相談員）

R3年12月（予定） 空家等個別相談会 区単独（空家相談員）

R4年1月（予定） 空家等個別相談会 区単独（空家相談員）

R4年2月（予定） 空家等個別相談会 区単独（空家相談員）

R3年9月 空き家・空きスペース利活用セミナー（23名） ㈱ｽﾍﾟｰｽﾏｰｹｯﾄ

R3年12月（予定） 生野区の空き家に関するシンポジウム（50名） 生野区空き家活用プロジェクト

R3年12月（予定） 空家に関する個別相談会 区単独（空家相談員）

R4年１月（予定） 空家に関する個別相談会 区単独（空家相談員）

R4年2月（予定） 空家に関する個別相談会 区単独（空家相談員）

城東区 R3年12月（予定） 空家セミナー（30名） フォーラム

阿倍野区 R3年11月 空き家にしないネットワークセミナー（93名） 空家プロデュース協会

阿倍野区

西成区
R3年12月（予定）

空き家の管理・活用セミナー＆個別相談会（阿倍野区・西成区 合

同）（約30名）

フォーラム、不動産団

体、金融機関

R3年12月（予定） 空家活用セミナー（20名） 官民連携でのセミナー

R4年2月（予定） 住吉区民生委員研修会での空き家セミナー 不動産団体

R4年3月（予定） 空家活用セミナー 不動産団体

大正区

生野区

旭区

住吉区



市外居住の空家所有者等への意識啓発

 納税通知書のお知らせチラシによる啓発文の掲載

令和４年度も継続実施

（参考）令和３年度



空家管理を行う事業者紹介についての検討

【大阪市におけるシルバー人材センターの空家管理業務実績】

・R1年度 ２件／23件 ・R2年度 ３件／13件

・R3年度（〜9月） ０件／13件 ※分母は②衛生上有害の通報件数

※空家管理業務：除草、剪定、確認報告、チラシ改修、その他（清掃等）

【他都市の状況】

埼玉県：不動産団体（宅建協会、全日不動産）との連携事業として『空き家管理
サービス事業者登録制度』を創設。協定ではなく、空き家対策連絡会議で創設し
た連携事業。R3.3末現在 206事業者が登録

さいたま市：基本的にはシルバー人材センターを紹介、センターが取り扱ってい
ない業務の場合は県の登録制度を案内。
シルバー人材センターの空き家の管理に関する業務実績 102件（R2年度）

長野県：空き家所有者からの要望により、広く公平に応えるため『空き家管理事
業者登録・紹介制度』を創設。 R3.3末現在 34事業者が登録 これまでの
実績 12者265件（うちシルバー人材センター215件、民間50件）※R2.11アン
ケートより

これまでの経過と現状
• 空家等の適正管理のための取組として、平成31年3月に、

大阪市シルバー人材センターと協定を締結し、区役所にお
いて、空家管理に関する相談があった場合には、同センタ
ーが実施している業務を紹介

• 今後、空き家管理への対応を充実に向け連携先を拡大すべ
く、空家管理事業者紹介制度について検討

空家管理事業者紹介についてのアンケート結果（R3.7調査）
①これまで空家の所有者等から空家を管理する事業者等を紹介して

ほしいとの相談を受けたことがありますか。

②①で「ある」と回答いただいた区役所にお伺いします。その際、
どのように対応されましたか。（複数回答可）

頻　度 該当区数

月１回程度         　　　    多い １区

年５回程度 １区

過去３年で９回 １区

年２，３回程度 １区

年２回程度 ３区

年１回程度 １区

４年に３回程度 １区

数年に１回程度　　　　　　少ない １区

ない 　１４区

ある

１０区

・（公社）大阪市シルバー人材センターを紹介した　 ８区

・　ネットなどを参考に自分で事業者を探すように伝えた 1区

・　空家ハンドブックを配付した　 1区

・　自区の独自事業を案内した　 1区

今後、空家管理事業者を紹介してほしいといったニーズが高まっ
た場合は、「空家対策の推進にかかる協定」を締結している不動
産団体へも働きかけ、各団体のＨＰにおいて「空き家管理事業
者」を容易に検索できるよう、協議、調整を行う。



【住之江区】地域による人と家の見守り活動支援事業（平成30年度から令和２年度重点施策推進経費）

R2年度
 家に関する相談件数１００件のうち、特定空家の通報

１０件を除外した残り９０件が実績
 90件については、４５件が住み家、４５件が空き家

で、両者に対し、空家発生の未然防止の観点で説明

 R3年度 全区展開に向けた検討を実施、検討結果
を全区周知【阿倍野区】 ⇒ 参考資料４



空家等の適正な管理の推進に関する協定（公益社団法人 大阪市シルバー人材センター）

経過（協定について）
• 空家等の適正な管理を推進するため、平成31年3月28日

に公益社団法人大阪市シルバー人材センターと連携協定
を締結。

• 本協定に基づき本市と同法人が連携し、空家等の適正な
管理を推進することにより、安全、衛生、景観、防犯等
の面で地域住民の生活環境の保全を図る。

協定に基づく取組概要
• 本部と３支部（南・西・北）で体制を整え、各区役所の

窓口担当と連携し空家等対策を推進
• 空家等の所有者等との契約による適正管理サービスを提

供
• 同法人が作成した空家等の適正な管理の推進に関する市

民への啓発パンフレットを各区役所に配架し、市民から
の相談対応時に必要に応じて同法人の空家等の適正管理
の取組を案内（令和元年８月末〜）。

• 各区の契約件数等の情報報告を受け、適正管理の需要・
効果を確認していく。

 協定に基づく実績

年度 期間 件数 備考

R1年度 R1.8〜R2.3 2 件 除草１件、剪定１件

R2年度 R2.4〜R3.3 3 件 除草２件、周辺清掃１件

R3年度 R3.4〜R3.9 0 件



大阪市と日本郵便株式会社の包括連携協定《空き家部分》（日本郵便株式会社）

経過（協定について）
• 令和元年6月17日に、市内各所の郵便局のネットワー

クや、市内くまなく展開されている郵便物の配達業務
により地域状況をよく把握されている日本郵便株式会
社と「包括連携協定」を締結した。

• 連携する全９項目のうち、「⑴市民生活の安全・安心
に関すること」の具体的取組として、「空家等対策へ
の協力」を掲げている。

年度 通報件数

R1年度 2 件

R2年度 0 件

R3年度 0 件

 協定に基づく通報実績

 協定に基づく取組
・区内各郵便局における空家ハンドブックの配架
・タウンプラスによる啓発
・区内各郵便局における空家対策セミナーのチラシの配架

協定に基づく取組概要
• 郵便局員が業務中、特定空家等に起因する通行上の危

険を発見した場合、区役所に通報
• 市内各郵便局において、空家等の未然発生防止等に向

けた周知啓発のため、空家ハンドブック等リーフレッ
トを配架

• 今後、「タウンプラス」を活用した各戸への啓発を実
施する等、各区で具体的な取組を進めていく。

＊タウンプラス：指定した地域の配達可能なすべての世帯・事務
所などに荷物を届ける、日本郵便株式会社のサービス



空家等対策の推進にかかる協定
（一般社団法人 大阪府宅地建物取引業協会 公益社団法人 全日本不動産協会大阪府本部）

≪不動産団体との協定に基づく空家情報提供数について≫
• 平成31年3月の不動産団体との連携協定に基づき、同年6月から取組を開始し、

令和3年以降、全区において展開している。

取組実施状況（令和元年６月〜令和３年10月）

※先行７区 大正区、生野区、阿倍野区、住之江区、住吉区、東住吉区、
西成区。住吉区はR1.6〜、その他６区はR2.3〜の実績を記載

※「③団体への所有者情報提供（同意書送付）」の14件の現在の状況
北区1件（相談中）、東淀川区１件（相談中）、阿倍野区１件（契約
済）、東住吉区１件（是正済）、住吉区10件（６件是正済※不動産団
体と契約１件、他社契約５件、相談中３件、商談不成立1件）

※上記の14件のうち、計8件が是正済。（契約済の1件含む）提案書を
作成した不動産団体と契約したものは3件。

経過（協定について）
• 大阪市における空家等対策にかかる諸課題の解決を図るため、平成31年３月

４日に両団体と連携協定を締結した。
• 適切な管理が行われていない空家等が、防災、衛生、景観等の地域住民の生

活環境に深刻な影響を与えていることに鑑み、大阪市と各団体が連携して空
家等の適正管理、有効活用及び解消を図り、もって地域住民の生活環境の保
全、地域の活性化を図ることを目的とする。

協定に基づく取組概要
●連携事業の流れ
• 大阪市(各区役所)が所有する特定空家等の情報のうち、所在地及び建物概要

を各団体(会員事業者)に提供(①②)。各団体(会員事業者)は、専門家の視点
から空家ごとに活用方策を検討・提案(③④)。大阪市(各区役所)は、活用方
策を空家所有者に提示し、検討を働きかけ(⑤)、所有者の同意が得られれば
(⑥)、所有者と会員事業者との具体的な相談へとつなげる(⑦⑧⑨)。

●情報提供の対象となる空家等
• 通報等を受け、所有者へ指導等を行っている特定空家等
• 区の調査で把握した空家等のうち、所有者を把握している空家等 など

　大阪府宅地建物取引業協会 ４５件 ３４件 ９件

　全日本不動産協会大阪府本部 ４７件 ２４件 ５件

計 ９２件 ５８件 １４件

　(内訳)　先行　 ７区(R1.6〜R3.7) ６８件 ３８件 １２件

　　　　　後続１７区(R3.1〜R3.7) ２４件 ２０件   ２件

情報提供先
③団体への所有者情報提供

（同意書送付）件数

①    団体への物件情報

提供件数

②    団体から提案書

提示件数

R3年度 空家情報の提供方法について見直しを検討
【東住吉区】 ⇒ 参考資料２


